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継続投資教育の取り組み

株式会社登利平
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１ 当社のご紹介
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相互信頼関係にある社員と共にお客様に愛される
商品・サービス・技術の創造に努力することにより、
「顧客の利益」「社員の利益」「会社の利益」の完全
なバランスを基本にした経営を確立していきます。
その３者の利益が平等に登っていく、そんな意味を
込めた社名です。

株式会社登利平
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会社名  株式会社 登利平
所在地  群馬県前橋市公田町667-2
設立  昭和47年7月24日
代表者  代表取締役 中村哲也

  代表取締役 奈良益宏
従業員  794人
事業内容   和風レストラン、ドライブインの経営

  弁当製造販売
  付帯する関連事業

会社概要
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会社概要
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会社概要
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会社概要
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２ 当社の退職給付制度
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特定退職金共済制度

確定拠出年金制度

⑴ 退職給付制度の構成
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社名 「登利平」の由来
◎相互信頼関係にある社員と共にお客様に愛される
商品・サービス・技術の創造に努力すること

◎「顧客」「社員」「会社」の利益の完全なバランスを基本にした
経営を確立し、この３者の利益が平等に登っていくことを目標

DC制度は、この経営基本方針に基づき
社員が当社を退職してからも
安定した生活が送られるように導入

⑵ 確定拠出年金制度導入の背景
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３ DC制度について
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※ データは、モニタリングレポート（2024年1月末現在）より
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⑴ DC制度の概要

項目 内容

制度開始日 2014年4月1日

経過年数 10年1ヶ月

加入者等人数 117人

加入者平均年齢 44．0歳

拠出金累計額 188，049千円

事業主掛金 130,260千円

加入者掛金 50,065千円

移換金等 7,724千円

資産残高 225,958千円

平均額 1,931千円

勤続年数 ＤＣ基準給与
0年以上 ～ 3年未満 1,000
3年以上 ～ 10年未満 5,000

10年以上 ～ 20年未満 15,000
20年以上 20,000



運用商品 合計10本
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元本確保型 1本
投資信託  13本
投資信託の内訳
・バランス型 8本
・個別資産   4本
・ターゲットデート1本

  指定運用方法
  バランス型投資信託

（ハッピーエイジング60）

リスク・リターングラフ（10年）リターン（％）

リスク
（％）

ハッピーエイジング２０

ハッピーエイジング３０

ハッピーエイジング４０

ハッピーエイジング５０

ハッピーエイジング６０

インデックスファンド
ＴＯＰＩＸ

ＤＣ外国株式
インデックス

インデックスファンド日本債券

ダイワ外国債券インデックス
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※ 2023年3月末実績による

⑵ 運用商品
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４ 継続投資教育について
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⑴ 継続投資教育の目的・目標

30代以下の若い社員には
「知らなかった」ことから将来、差がつくようなことがないように

40代以上の社員は
関心はあるので、もっと実感を感じてもらえるように

基本的な知識を得るための早く正しい情報提供と
商品見直しとセットで、商品特性をより詳しく
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⑵ 継続投資教育の実施における課題

当社は店舗勤務者が中心で、PCを利用したり
集合研修を行うことが容易ではなく、紙による配布
物を中心に実施しています。

店舗勤務の場合、管理者がリーダーシップをもって
全ての社員がDCにも取り組むことが重要であると考
えており、後述の「人事のミカタ」を重視しています。
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⑶ 継続投資教育の内容

管理者向けの情報物「人事のミカタ」（次ページ参照）で
DCに関するトピックスを定期的にレポートしています。

管理者が内容を理解した上で
管下の所属社員に情報共有する流れとしています。

職場での信頼関係から①社内報・印刷物の活用
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「人事のミカタ」より
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②紙の資料の配布など

・運営管理機関が提供している加入者用の情報物を印刷し、
各店舗へ送付して職場内で回覧・掲示をしている。
・給与明細書にトピックスやアンケートなどを同封し、継続的な
意識付けを行っている。
・マッチング拠出の募集時期に「マッチング拠出の可能額」が
わかるようにしている。
・残高案内書が到着する時期にあわせて、社内文書で
「内容を必ず確認すること」を伝えている。
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マッチング拠出に関する情報物

マッチング拠出のPR
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アンサーネットのPR
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③加入者Web調査

・簡単テストを交えたwebアンケートを実施
（2023年9月-10月）
・任意回答方式ながら、回答率は43%

年代別の分析や簡単テストの結果をふまえて
今後の継続投資教育のテーマへつなげたい



0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

合計

YES、開封し、内容を理解確認できている

No、開封するが、内容や見方は分からない

No、届いていることは知っているが、開封して見たことがない

No、届いていることを知らない
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簡単テスト：パッシブ運用とアクティブ運
用の 違いがわかりますか？Q： ねんきん定期便を見ていますか

？

・６割が内容を確認している。
・届いていることを知らない人は少
ない。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

20歳代

全体

違いがわかります
違いがわかりません
そもそも用語（パッシブ、アクティブ）の意味がわかりません

簡単テスト：パッシブ運用とアクティブ運用の
違いがわかりますか？

運用商品に関するテスト結果が
芳しくなく
基本事項の理解促進が重要で
あることがわかった
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④J-FLECによる年代別研修の実施

年代別に社内研修会を実施し、J-FLEC研修もその
１コマとして組み込んだ

個人差はあるものの、年代別の資産形成に対する熱量が
わかった
研修時に自身の資産状況を確認し、さらに新規導入商
品説明をすることができた。
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５ 継続投資教育の効果
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６ 今後の課題
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現在、運営管理機関と商品見直しの検討を進めている。
今後は商品見直しのタイミングに合わせて、
①運用に関する関心を高めて、②商品選択の行動に結び
付けていくような継続投資教育を実施したいと考えている。

iDeCoやNISAといった金融商品が身近になっていることから、
企業型DCでの資産運用やライフプランの考え方を浸透させ
社員の経済的な生活基盤が安定していけるように社員教育
の一環として位置付けたい。
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まとめ

全ての年代の社員がDCに対して、一層興味関心を持ってもら
うには最適な時期と考えています。
継続して発信することにより、側面から会社への帰属意識高揚
に尽力していきたいと考えています。
この会社に勤務したことで、豊かな老後生活が送れるように！
退職後、この会社に勤務してよかった！と思ってもらえるように
これが私のモチベーションです。 担当者の熱意の差が資産
の差につながっては絶対いけないと思っています。
今後は持続可能な教育システムの構築に取り組みます！
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